
Ｓｍａｒｔ道庁の取組①
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Ｓｍａｒｔ道庁の取組②
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３ ウィズコロナ・ポストコロナを見据えた

政策検討の基本データ



生活・安心



医療人材の偏在

•道内における人口10万人当たりの医師数は243.1人で全国平均に近い水準となっているが、二次医療圏
毎で比較すると、２圏域（上川中部圏域、札幌圏域）を除く19圏域で全国平均値を下回っている。

出典：北海道医師確保計画（２０２０年３月） 55



経済・産業



企業誘致

•北海道への企業立地件数は、近年増加傾向にある。

•近年、道内各地域へのサテライトオフィス立地の動きも顕在化しており、総務省「地方公共団体が誘致又
は関与したサテライトオフィスの開設状況調査結果」において、北海道は全国１位の開設数。

出典：総務省「サテライトオフィスの開設状況調査」を基に道が作成
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本社機能移転の事例

•本社機能の分散先として、北海道が選択される事例も増加している中、直近では、札幌市に加え、旭川市
にも本社機能分散の動きがある。

●自然災害や人材確保など事業継続リスクへの対応
①札幌市への本社機能分散化事例

企 業：アクサ生命保険(株)
アメリカンファミリー生命保険会社
ダイアモンドヘッド(株)
日昭(株)
(株)ベルシステム24

②旭川市への本社機能分散化事例
企 業：アクサダイレクト生命保険(株)

●上記以外の北海道への本社機能移転・分散化事例
企 業：エム・エス・ケー農業機械(株) ～製品の主力マーケットが北海道

ルピシア・グルマン ～北海道の立地環境や北海道ブランドの活用
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サプライチェーンの中国依存度

• 主要先進国の中で、日本は中間財輸出入における対中国依存度が最も高い。

出典：第３６回 未来投資会議「基礎資料」（２０２０年３月） 58



人・地域



公立学校における主なＩＣＴ環境の整備状況①

•教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数（３１位）は全国平均を若干上回っているが、普通教室の大型
掲示装置整備率（３６位）、普通教室の無線ＬＡＮ整備率（２６位）及び校内ＬＡＮ整備率（３８位）は全国平
均を下回っている。

出典：文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」（調査基準日：２０２０年３月１日現在）〔速報値〕を基に道が作成 59



公立学校における主なＩＣＴ環境の整備状況②

•教員の校務用コンピュータ整備率（１４位）は全国平均を上回っているが、超高速インターネット接続率
（３０Mbps以上：３２位、１００Mbps以上：３６位）、統合型校務支援システム整備率（２２位）は全国平均を下
回っている。

出典：文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」（調査基準日：２０２０年３月１日現在）〔速報値〕を基に道が作成 60



公立学校の教員のＩＣＴ活用指導力

•教材研究・指導の準備などにＩＣＴを活用する能力（１７位）、授業にＩＣＴを活用して指導する能力（１０位）、
児童生徒のＩＣＴ活用を指導する能力（７位）、情報活用の基盤となる知識・態度を指導する能力（８位）は、
いずれも全国平均を上回っている。

出典：文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」（調査基準日：２０２０年３月１日現在）〔速報値〕を基に道が作成 61



日本人の海外留学者数・外国人留学生数

•独立行政法人日本学生支援機構の調査によると、日本人学生の海外留学者数は２０１８年度で、１１５，１
４６人（前年度比９，８４５人増）、海外からの外国人留学生数は２０１９年５月１日現在で、３１２，２１４人
（前年比１３，２３４人増）となっており、いずれも増加傾向にある。

出典：文部科学省「『外国人留学生在籍状況調査』及び『日本人の海外留学者数』等について」を基に道が作成
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外国人の雇用状況（道内）①

• ２０１９年１０月末現在で、道内の外国人労働者数は２４，３８７人（前年同期比３，３６１人、１６．０％増）と
なっている。

•外国人労働者を雇用している事業所数は４，９４４か所（前年同期比６０２か所、１３．９％増）となってい
る。

出典：北海道労働局「外国人雇用状況の届出状況」を基に道が作成 63



外国人の雇用状況（道内）②

•道内の外国人労働者数を国籍別にみると、ベトナムが８，２２５人（３３．７％）と最も多く、次いで中国が７，
３２２人（３０．０％）、フィリピンが１，６０６人（６．６％）となっている。

•在留資格別にみると、「技能実習」が１２，９４６人（５３．１％）と過半数を超え、次いで「専門的・技術的分
野の在留資格（※１）」が４，６３７人（１９．０％）、「資格外活動（※２）」が３，３５５人（１３．８％）と続く。

※１：教授、芸術、宗教、報道、経営・管理、法律・会計業務、医療、介護、研究、教育、技術・人文知識・国際業務 など
※２：在留資格で認められた活動以外の活動で、収入・報酬を受けるもの（留学生のアルバイトなど）

出典：北海道労働局「外国人雇用状況の届出状況」 64



移住定住（サテライトオフィス・ワーケーション）①

•道内各地に「公設のサテライトオフィス」の整備が進展しており、低コストで「働く場」の提供が可能。

道央・道北地域：札幌市、岩見沢市、美唄市、千歳市、長沼町、厚真町、下川町
道南地域 ：函館市、ニセコ町
道東地域 ：北見市、上士幌町、浦幌町、豊頃町、大樹町、豊頃町、更別村、斜里町

●主な公設サテライトオフィスの所在地
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移住定住（サテライトオフィス・ワーケーション）②

事例紹介

●ニセコ町

ニセコ町では、倉庫を改修し
たテレワーク拠点を整備。季節
限定で、東京のIT企業が「ワー
ケーションも兼ね、拠点を開設。

㈱MOOR HPより

㈱MOOR HPより

●更別村 ●釧路市

更別村では、旧官舎を改修
し、サテライトオフィスや宿泊施
設を整備。企業9社や大学1校
がテレワーク拠点として活用。

釧路市は、避暑地として、長
期滞在者が多く訪問。民間企業
が設置したサテライトオフィスや
コワーキングスペースを、テレ
ワーク拠点として活用。

キタゴエ HPより

釧路湿原
十勝さらべつ熱中小学校 FBより
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高速情報通信ネットワークの普及状況

•全国の光ファイバ整備率９８．８％に対して、北海道の光ファイバ等整備率は９８．１％。

出典：総務省総合通信基盤局「平成３０年度末ブロードバンド基盤整備率調査」 （２０２０年５月２９日）を基に道が作成

光ファイバの整備状況

67



手続をオンライン化するためのシステム導入市町村

•申請・届出等手続をオンライン化するためのシステムの導入状況は、全国の市区町村６６．９％に対して、
北海道の市町村は４０．８％。

出典：総務省自治行政局地域情報政策室「地方自治情報管理概要」（２０２０年３月３０日）を基に道が作成

申請・届出等手続をオンライン化するためのシステムの導入状況（令和元年度）
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